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研究成果の概要（和文）：  かつて日本帝国の支配下にあった満洲、朝鮮、樺太、台湾を対象として、ロシア・清（中
国）・日本という複数の帝国の影響力を視野に入れつつ、それぞれの地域社会レベルの歴史的変容を研究してきた。成
果としては、満洲・朝鮮における地方都市の発達史、満洲国軍の解明、満洲・朝鮮・台湾における産業発達史、樺太・
満洲における複数の帝国の重層的な支配の解明など新たな知見を得ることができた。

研究成果の概要（英文）： We study the areas that were ever under the control of Japanese empire. That is 
Manchuria, Korea, Karafuto, Taiwan. We tried for considering the influence of plural empires, namely 
Russia, China, Japan in Northeast Asia and we studied the transformation process in each community.
 The results of research are as follows. First, we elucidated the history of the city in Manchuria and 
Korea. Second, we elucidated the history of the Manchurian national military. Third, we elucidated an 
industrial history in Manchuria and Korea and Taiwan. Fourth, we clarified the multilayer-like rule of 
the plural empires in Northeast Asia .

研究分野：日本史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）帝国主義論から帝国史へ 
近年の歴史学では、帝国の存在に注目し、
帝国の生成・発展・衰退過程および帝国の中
枢にいる民衆と帝国に支配される側の民衆
の動向に関する研究が大きく進展している。
とりわけ日本史では、従来の日本史の対象範
囲が戦後の日本国の領域に該当する日本列
島（北海道、本州、四国、九州）に限定され
ていたことが問題視され、それぞれの時代に
おける日本人の活動領域に目を向け、さまざ
まな民族、民衆との接触・交流を研究対象と
することが定着しつつある。 
また、最近の研究では、帝国主義論を理論
的前提とはせず、「帝国」、「帝国日本」など
の用語が用いられるようになっている。従来
の帝国主義論的視角による植民地研究にお
いては、支配者（日本帝国主義）、あるいは
被支配者（植民地民衆）が抽象的に設定され、
たとえば大陸からの引揚者の体験談、回想と
まったく交わらない、別個の歴史像が描かれ
てきた、という傾向があった。しかし、最近
の帝国研究においては引揚者の体験談に相
応の注意が払われ、当時の日本人ひとりひと
りが植民地においてどのような体験をした
のか、どのような認識をもったのか、あるい
は植民地住民の具体的な誰かが日本人のふ
るまいをどのように見ていたのか、植民地住
民と日本人との関わりはどのようなもので
あったのか、などについて具体的な事実を掘
り起こすことに力が注がれている。 
 
（２）体験・記憶の再発見 
このような、新しい視角を代表する研究と
して、蘭信三編著『日本帝国をめぐる人口移
動の国際社会学』（不二出版、2008年）をあ
げることができる。同書は、戦前日本人が行
き来した地域をすべて分析対象として、引揚
者、移民経験者などからの聞き取りや体験
談・回想録を効果的に用いて本国と帝国内各
地域との具体的な人間の交流を明らかにし
ている。また、本研究の分担者である寺林伸
明が研究代表者を務めた基盤研究(B)海外学
術調査「日中戦争下の中国東北農民と日本人
「開拓団」との関係史、および残留帰国者の
研究」（平成 18年度～21年度）においては、
中国東北地方農村における農民からの聞き
取り調査、北海道における残留帰国者からの
聞き取り調査を実行し、北海道の民衆と中国
東北地方の民衆との戦時・戦後の具体的な交
流の一端を明らかにしている（寺林伸明・劉
含発・白木沢旭児編『日中両国から見た「満
洲開拓」－体験・記憶・証言－』御茶の水書
房、2014年）。本科研は、この問題意識を継
承しつつ調査・研究範囲を拡大したものであ
る。 
 
２．研究の目的 
（１）帝国主義論と帝国史の架橋 
ところで、従来の帝国主義論的視角による

研究と近年の帝国史的視角による研究は、相
互に対立するものではなく、従来の研究が明
らかにしてきた日本帝国による支配、現地住
民の体験した被害という事実は消えること
はないであろう。ただし、その問題を抽象的
な権力と民衆という枠組みで説明してしま
うのではなく、ある日本人とある中国人（朝
鮮人、先住民族）との接触、交流の積み重ね
として具体的に事実を掘り起こし、明らかに
することが必要ではないかと考えるのであ
る。 
 
（２）歴史としての北東アジア 
冷戦の終焉により日本、ロシア、中国、韓
国の政治経済面での結びつきは強まってき
ており、現状分析の政治学・経済学では北東
アジアというタームを頻繁に用いるように
なってきている。歴史学においても、これら
の地域を総称して北東アジアとして捉える
ことは有効ではないだろうか。ここでいう北
東アジアの範囲は、中国、台湾、朝鮮半島、
極東ロシア、樺太、日本列島であり、これら
の地域は 19 世紀～20 世紀には清、ロシア、
日本という帝国の勢力範囲にあった。現状分
析の研究においては対等・平等の国際関係を
前提として北東アジアが語られるが、歴史的
に見るならば、北東アジアは中国、ロシア、
日本という３つの帝国の摩擦・衝突が絶えな
い地域だったのである。北東アジアの近代史
について、上述の帝国とそのもとにおける民
衆（日本人、ロシア人、中国人、朝鮮人、先
住民族）との接触、交流史という視点で改め
て歴史を問い直すことが必要ではないだろ
うか。このような含意により「北東アジアに
おける帝国のプレゼンスと地域社会」を企画
するに至った。 
 
３．研究の方法 
（１）資料調査 
中国東北地方、韓国、サハリンにおける戦
前日本語文献・資料を調査し帝国の時代にお
ける地域社会の実態を解明する。また、中国、
韓国、ロシアの研究機関・資料所蔵機関およ
び研究者・アーキビストなどとの研究交流を
継続的に行い、日中韓ロにおける近代史研究
の成果を相互に学ぶとともに日本所在の資
料についても積極的に紹介・普及に努める。
また、研究方法の一つとして、特定の地域で
の聞き取り調査も積極的に行う。これらの研
究活動を通して「帝国の時代」における北東
アジア地域の人々の経験を具体的に検証す
る。 
 結果として本科研の経費を用いて資料調
査に行った主な機関は以下の通りである。 
（国外）木浦近代歴史館、国家記録院、ソウ
ル大学校中央図書館、国史編纂委員会、国立
中央博物館、国立中央図書館、延世大学校中
央図書館、ソウル市立図書館（以上韓国）吉
林省社会科学院満鉄資料館、遼寧大学歴史学
部、北京大学図書館、吉林省社会科学院東北



淪陥史研究室、吉林省社会科学院満鉄資料館、
大連市図書館、大連市档案館、吉林市図書館
（以上中国）国立高雄大学、国立台中図書館、
中央研究院図書館、国立台湾大学図書館（以
上台湾） 
（国内）国立公文書館つくば分館、東京大学
経済学部図書室、同東洋文化研究所、外務省
外交資料館、三井文庫、学習院大学東洋文化
研究所、東洋文庫、東京経済大学、一橋大学
附属図書館、国立国会図書館、京都大学経済
学部図書室、同農学部図書室、神戸市立中央
図書館、広島大学文書館。 
（聞き取り調査の訪問先）函館市、伊達市、
旭川市、恵庭市、東京都、埼玉県。 
 
（２）学術交流 
本研究の研究組織は大学に所属する日本
近現代史、朝鮮近代史を専門とする研究者と
博物館に所属する日本近現代史、日本近世史、
文化人類学を専門とする研究者から構成さ
れている。韓国語、中国語に堪能なメンバー
もおり、また従前の寺林科研や北海道開拓記
念館の交流事業により中国東北地方、サハリ
ンの博物館、研究機関および研究者との交流
実績を積んできており、これに韓国をフィー
ルドとして長年交流実績を積んできた辻弘
範を加えて北東アジアという視野で研究交
流を発展させることが可能となっている。 
平成 23 年度には杜頴氏（黒竜江省社会科
学院）、平成 24～26 年度には張暁紅氏（大連
理工大学）を研究協力者として継続的な調
査・情報交換を行った。 
 
４．研究成果 
（１）満洲・朝鮮における地方都市の発達史 
①営口 満鉄系企業で長年役員を務めた今
井榮量が残した文書が、北海道大学大学院文
学研究科日本史学講座に寄贈された。この文
書の資料整理・目録作成を行った結果、総点
数 147 点、1904 年～1936 年にかけてのもの
であることが明らかとなった。特に今井が深
く関わった営口水道電気株式会社の分析に
より、役員構成における中国人資産家の役割、
満鉄からの出向者と土着日本人実業家との
役割の相違などが明らかにされた。また、営
口水道電気株式会社は、満鉄系企業とみなさ
れていたが、厳密には「日中合弁企業」とし
ての性格を有するものであった。 
②安東 安東は、日露戦争時の日本軍政に端
を発し、都市建設が始められた。日本軍は現
地で広大な土地を買収し日本の大阪・札幌を
まねた街路計画を策定した。1906 年に軍政が
終了すると、この土地は「日本人居留民団」
管理となったが、条約上の正当性を欠いてい
たことから 1923 年にすべて「満鉄附属地」
に編入された。その面積は現代の千代田区や
文京区を上回るほどである。『安東商工案内
（康徳六年版）』、『満洲国工場名簿（康徳八
年末現在）』により商人および工場データベ
ースを作成した。商人（1938 年）1718 軒、

工場（1941 年）673 軒であり日本人、中国人
が基本的に附属地と旧市街（「支那街」）に住
み分けしつつも、双方の出入りも見られた。 
③興南 日本窒素（以下日窒）の巨大な化学
コンビナートが形成された、朝鮮随一の工業
都市・興南の日本窒素関係者の体験記を基本
資料としながら、コンビナートおよび都市の
形成過程から戦後の留用、脱出、引揚過程ま
でを詳細に明らかにすることができた。終戦
直後には日本人は工場から追放され、宿舎も
朝鮮人宿舎と日本人宿舎の入れ替えが行わ
れた。しかし、技術者は指導のために留まり、
工員も人夫の名目で工場に復帰することが
できた。また、朝鮮人工員のなかから朝鮮人
技術者を養成するために学校が設けられ、日
本人技師が教師陣を構成し日本語による教
育を行った。 
 
（２）満洲国軍の解明 
 満洲国期には軍官学校が設立され新たに
多数の軍校出身者が生みだされた。そのなか
には朝鮮系学生も多く、彼等は戦後、韓国の
軍人として職を得ることになる。朝鮮系満洲
軍校出身者は、韓国軍においても重要な地歩
を占め、朴正煕クーデターでも重要な役割を
果たした。また、中国系満洲軍校出身者は国
民党軍あるいは警察官などに就職していっ
た。 
 
（３）満洲・台湾における産業発達史 
①満洲・奉天における中小工業 
 満洲国産業部大臣官房資料科編『満洲国工
場名簿』康徳５年版～７年版および満洲中央
銀行編『満洲国会社名簿』（資本金 20万円未
満）、（資本金 20 万円以上）1943 年を駆使し
て当該期奉天における機械器具工業の実態
を統計的に明らかにした。それによると、こ
の時期に機械器具工場は増加傾向を示して
おり、職工数 100 名以上の大規模工場は、親
工場との下請関係や土木工事による民生機
械部品市場拡大に迅速に対応して規模拡大
に成功していた。これに対して職工数 50 人
未満の小規模工場では中国人資本が多く、機
械部分品製造・修理や車輌部分品生産などが
あり、大工場との下請関係も展開していた。
また、この時期には日本中小工業の「満洲移
駐」が盛んに奨励され、商工省が方針を樹立
するにいたる。しかし、日本側の戦時経済で
不要となった中小工業を満洲に送る、という
案に対して満洲国側は重要産業の強化を目
的としており、ギャップは大きかった。方針
が転換した後、満洲における生活必需品部門
の移駐に重点が置かれることになった。 
②台湾における漆 
 漆器としても軍需品としても重要な塗料
である漆は、国産化ができず、外国からの輸
入に依存していたが、台湾総督府の技師たち
により、仏領インドシナ産「安南漆」を移植
する試みが行われた。通説よりも 3年ほど早
い 1918 年に新竹州北埔林業試験地にて試験



栽培が行われたことが明らかとなった。その
後も北海道帝国大学出身の技師により台湾
での漆栽培が続けられ 1930 年代には本格的
な国産下の時代を迎えた。また、斎藤漆店な
どの商人も漆貿易から台湾における漆栽培
に手を伸ばし、1940 年には台湾殖漆株式会社
が設立された。ただし、漆は台湾内供給にと
どまり、対日供給はできなかったようである。 
 本科研の研究成果を刊行する準備を進め
ている。収録を予定している論文（章）は以
下の通りである。 
白木沢旭児「「北東アジアにおける帝国のプ
レゼンスと地域社会」に関する覚書」 
秋山淳子「日中合弁企業：営口水道電気株式
会社の経営」 
東俊佑「北蝦夷地における大野藩のプレゼン
スとアイヌ支配－ウショロ場所経営帳簿《北
蝦夷地用》について－」 
池田貴夫「大豆から落花生へ－節分文化の地
域性－」 
及川琢英「満洲国崩壊後の満洲軍校出身者の
動向」 
胡慧君「日中関係を改善するための模索－胡
適の日記を中心に－」 
白木沢旭児「２つの帝国－植民都市・安東の
地域経済史－」 
崔誠姫「植民地期朝鮮における地域社会と中
等教育－1920～30 年代平壌地域を中心に－」 
張暁紅「1938-1943 年の奉天市における中小
機械器具工業の変容」 
辻弘範「旧植民地在住日本人の記憶と記録」 
寺林伸明「『東北日本移民档案（黒竜江巻）』
に見る日本移民と現地住民」 
内藤隆夫「朝鮮北部在住日本人の戦時と戦後
～日本窒素による工業都市社会の建設と変
容、そこからの脱出～」 
朴仁哲「「満洲」移民のライフヒストリー（生
活史）を読み解く－対話的構築主義アプロー
チを用いて－」 
湯山英子「近代アジアと漆貿易－日本・中
国・仏領インドシナ・台湾・朝鮮における地
域間分業の展開過程－」 
劉含発「二十一世紀以降の満洲移民に関する
研究動向」 
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